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平成 19 年 2 月  統計法施行令（2月 21 日公布・施行） 

        就業構造基本調査規則（2月 23 日公布・施行） 

     3 月 福井県 福井県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例 

  （4 月１日施行） 

平成 19 年 4 月 20 日 

越前市として、就業構造基本調査の実地調査業務の民間開放に取り組むこと

について、方針決定 

        総務省（福井県政策統計課適宜陪席）との協議 

4 月 20 日、4月 27 日、5月 28 日 

入札方式、業務委託仕様についての協議 

6 月 8 日  記者発表 

6 月 29 日 補正予算（委託料への組替え）可決 

7 月 6 日  公告 簡易型総合評価方式 

  越前市ＨＰ上で公開 

  調査区数 52 地区、調査世帯数 約 800 世帯 

7 月 13 日 入札参加申込締切 4 社申込 

 

7 月 23 日 企画書提出 締切 3 社企画書提出、1社辞退 

7 月 31 日 総合評価審査会、価格入札執行 

        サーベイリサーチセンター㈱（以下「ＳＲＣ」）落札 

  入札結果については、ＨＰ上で公開 

8 月１日  契約 

8 月 6 日  調査員募集 

8 月 2 日  ＳＲＣと第 1回打ち合わせ（以後随時） 

8 月 8 日  調査書類・用品 受領 → ＳＲＣ引渡し 

8 月 13 日 調査員面接 

8 月 27 日 調査員報告（ＳＲＣ17 名、市登録調査員 10 名） 

8 月 29 日 第 1回調査員説明会（準備調査）準備調査用品配付 

8 月 30 日～9 月 5 日 準備調査訪問 

9 月 19 日 調査世帯に対し、事前依頼はがき（越前市長名）発送 

9 月 20・21 日 第 2回調査員説明会（実地調査）実地調査用品配付 

9 月 22～30 日 調査票の配布・記入依頼 

10 月 1 日 調査期日 

10 月 2～10 日 調査票の取集 

10 月 10～29 日 ＳＲＣ 調査票の検査と要計表の作成 

10 月 30 日 審査済調査書類の提出（ＳＲＣ→市） 

10 月 24～26 日 市 調査書類の納品検査（調査内容は抽出審査） 

10 月 29～11 月 2 日 総務省統計局による事業者の審査状況のモニタリング検証 

11 月 8 日 調査書類提出（市→県） 

 
 
 
 

Ⅰ．経緯 
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【１】事業者決定方法 

福井県内に受託可能な地元事業者は存在しないため、広く全国から受託事業者を募るとと

もに、単に価格のみならず質（技術）の評価も行うことに配慮し、総合評価方式一般競争入

札を採用した。 
入札価格１００点満点、企画書の質の評価点１００点満点の合計点数により事業者を決定

することとした。 
統計調査の質の確保をするため、企画書の業務実施体制、業務責任者体制、調査員の設置、

世帯からの照会対応、調査員の教育（研修）・指導、調査票の回収率向上策、個人情報の管理・

保護、類似調査の業務実績、創造性・新規性のある提案についての評価を行った。 
 
 

【２】事業者からの照会状況 

7 月 6 日に市掲示板並びに市のホームページ上で入札公告を行った結果、入札参加資格要
件を満たした参加事業者は 4社であった。他に大手の宅配事業者、県内の人材派遣会社等か
らも照会があったが、類似の調査業務の実績が無いため参加しなかった。 

 
 

【３】入札の結果 
（入札結果の公告内容は以下のとおり） 
１ 業務名 就業構造基本調査（越前市）の実地調査業務  

２ 設計価格 2,868,000 円    

３ 業務価格 2,731,429 円    

 入札額 
企画書の評

価点（Ａ） 

価格の評価

点（Ｂ） 

総合評価点 

（Ａ）＋（Ｂ） 
決定事項

㈱サーベイリサーチセンター 2,550,000 69.50 点 6.63 点 76.13 点 落札 

㈱インテージリサーチ 2,480,000 62.17 点 9.19 点 71.36 点   

（社）新情報センター 無効 － － － 無効 

 

㈱マーケティングセンター 辞退 － － － 辞退 

４ 落札価格 2,550,000 円（税抜き）    

５ 入札執行日 平成１９年７月３１日    

６ 総合評価審査日 平成１９年７月３１日    

７ 落札業者 ㈱サーベイリサーチセンター   

８ 契約方法 総合評価一般競争入札（簡易型）   

 
 

 

【４】委託事業者決定過程についてのまとめ 
 

(１) 入札方式について 

地元に受託可能性のある事業者が無い中、広く全国から入札参加者を募ることが出来た点

は、発注者にとって総合評価方式のメリットがあった。 
また、統計調査の質の確保が重要であるため、能力のある受託事業者が多数育つまでは、

総合評価方式が必要と思われる。 
 

無効は、入札額が予定価

格を上回ったため。 

Ⅱ．委託事業者決定の経緯 
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(２) 入札公告・仕様書について 

調査発注の度にこのような特別の書類を作成するのは効率的ではない。どのような調査の

発注にも利用できる入札公告・仕様書の雛形を予め定めておき、調査ごとの特質に応じた事

項を追加することで、事務効率化を図る必要がある。特に仕様書について、国から配布され

るモデル例とは別のものを作成することは事務負担の増大につながるので、工事発注で使う

「約款」のようなものを定めておくことにより事務がスムーズに進行すると思われる。 
 

(３) 企画書について 

入札の予定価格に比して、企画書提出に要する業務量が多い為、入札者に大きな負担を強

いることになったと推測される。 
 

(４) 入札参加資格について 

企画書の評価項目については、統計の質の確保の重要性にかんがみ、過去の実績に重きを

置いた結果、新規参入が難しかった面がある。しかしながら、統計の質の確保を図りながら、

新規参入事業者への道を開くことは地方都市では負担が極めて大きいと感じている。 
 

(５) 仕様書について 

統計の質の確保の観点から調査方法について細かく規程を設けたことで、民間事業者の創

意と工夫を発揮する余地が狭められた面がある。特に記入者報償品の額について、他市町村

との均衡に考慮する必要から２３５円と詳細に規定したようなことについては、今後の検討

課題と思われる。 
 

(６)国・県の支援について 

今回の総合評価一般競争入札や仕様書の作成には、統計局の大きな支援や県のアドバイス

があり、なんとか実施することができたが、市単独ではとても出来なかったと思われる。今

後は、国・県にガイドライン化を要望したい。 
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【１】調査事務の流れ 
 
 
 
   
           ※ 
 
 
 
 
 
 

※ 越前市とＳＲＣの間で実地調査業務委託契約を締結 
 
【２】実施体制 
 

・越前市市役所内に、「越前市就業構造基本調査実施本部」を設置（ＳＲＣの実施本部常駐：

市から無償貸与） 
 ・実施本部は、市担当者の業務スペースに同居（市担当者から日々直接指導） 
・実施本部には２名常駐（社員１名、ＳＶ１名） 

 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
会議室 

 
 

（説明会） 
（回収・チェッ

ク作業） 

鍵のかかるロッカー 
（調査原票・名簿等格納庫） 

越前市担当者業務ス

ペース 

SRC業務スペース 

PC

電

FA

実施本部（越前市役所第 2庁舎統計分室） 

 
越前市 

民間事業者［ＳＲＣ］ 

調 査 員 調査世帯 社員・ＳＶ

 統括責任者   … 非常駐 

 実施責任者   … 非常駐 

 駐在員     … 常駐 １名 

 内勤者（監督員）… 常駐 １名 

 

非常勤（打ち合わせ・インスト時） 

実施本部内のＳＲＣの構成

 電話設置 

 ＦＡＸ設置 

 パソコン設置 

 コピー 

 机・椅子（市貸与） 

 鍵のかかるロッカー（市貸与）

実施本部のＳＲＣの設備

東京本社 
（総括責任者） 

名古屋事務所 
（営業責任者） 

東京本社 
（個人情報保護責任者） 

実施本部 
（業務担当） 

越 

前 

市 

（実施本部の伝達体制） 

Ⅲ．調査の実施及び支援体制 
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【３】業務の実施及び支援 
 
(１) 調査員の確保 

 ・ＳＲＣの要請により、市統計情報協会から市登録調査員を紹介（本人の応諾を前提） 

 ・調査員の全27人中10人が市登録調査員 

＊市実施の場合は１調査員１調査区のところ、今回は１調査員２調査区を担当 

 ただし、大規模な調査区については、「実施本部直轄」で実施 

＊市統計情報協会は、統計への知識・理解を深めるため広く市民ニーズに即した統計情報

の収集、提供、研究、利用促進及び統計知識の向上、普及に寄与することを目的として

設立された外郭団体（市を事務局） 

＊今回の越前市の52調査区について、自社の調査員のみで対応できる事業者は存在しない

との業界事情に配慮し、企画書提出の段階で、市登録調査員の中から10～15名程度は斡

旋可能の見込みである旨を伝達 

 

(２) 事前広報の充実 

 ・市長名による依頼状（調査のお願い）の作成と各世帯への配布 

・調査用パンフレット等に調査実施者及び調査の照会先となる「越前市就業構造基本調査実

施本部」（ＳＲＣと越前市名、市役所を表示）を記載し周知 

 ・市広報誌（９月号）のほか、調査対象地域の自治会回覧板での広報実施 

 ・ケーブルテレビ（９月放映）を活用した広報実施 

 ・統計局長名による越前市の民間委託での調査実施について記載した依頼状（調査のお願い）

の作成と各世帯への配付 

 

(３) 大規模施設への対応 

・調査区内の大規模施設（病院や集合住宅）については、市とＳＲＣの共同により事前協力

要請の実施 

 

(４) 調査の実施 

 ・実施本部の指揮監督の下に、各調査員が調査を実施 

 ・調査員への指示・指導は、実施本部の社員・ＳＶが対応 

 

(５) 照会対応 

 ・世帯からの照会は「越前市就業構造基本調査実施本部」で受ける方法で対応 

 

(６) その他 

 ・ＳＲＣの要請により、その都度支援を行う。 
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【１】事業者が行った統計調査の質の評価 
 
(１) 回収率 

回収率 93.6％（全 825 件に対し 772 件）は、旧

武生市の平成 14 年同調査約 94％であること  

から、近年の統計調査における非協力・拒否の増

加状況を加味すると、高い回収率を確保したと評

価できるのではないか。 

 

ＳＲＣの分析によると、市の市登録調査員 

と民間調査員の回収率は、4ポイントの差。 

民間調査員の居住地で見ると、最も遠い福井

市在住の調査員が 85％と平均回収率を８ポイ

ントあまり下回っている。 

 

 
回収率 90%以下の調査区状況（ＳＲＣ提供） 
調査区 調査員種別 回収率 状 況 理 由 
① 市登録調査員１ 86.7％ 別調査区は 100％  

② 市登録調査員２ 68.8％ 
不在２非協力３、別調査区は

100％ 
 

③ 86.7% 非協力２  

④ 
ＳＲＣ調査員Ａ 

86.7% 非協力２  

⑤ ＳＲＣ調査員Ｂ 78.6% 不在３ 別調査区は 93.8% 
ブラジル人地区+（マンスリー賃貸

アパート・マンション） 

⑥ 60.0% 不在５、非協力１ オートロックの集合住宅 

⑦ 
ＳＲＣ調査員Ｃ 

86.7% 非協力２  

⑧ ＳＲＣ調査員Ｄ 68.8% 
不在２、非協力２、別調査区

93.8% 
ブラジル人地区 

⑨ ＳＲＣ調査員Ｅ 53.3% 非協力 7 別調査区は 93.3% 
ブラジル人在住のオートロックマ

ンションで、派遣会社一括借上げ

⑩ ＳＲＣ調査員Ｆ 86.7% 非協力２ 別調査区は 100%  

⑪ ＳＲＣ調査員Ｇ 81.3% 非協力３  

 

ＳＲＣの報告では、民間調査員で２調査区とも 90%を下回った調査員が 2 名いるが、他の

調査員は一方の調査区では 90％を上回るため、調査員の質的問題では無いとしている。また、

前記の 2 名のうち 1 名は民間調査員の中で居住地が一番遠い、福井市在住であったとしてい

る。 

これら調査区の回収率が低い理由としては、次の点をあげている。 

・外国人居住者が多い調査区では就業時間が不規則、日本人とのコミュニケーション希薄に

よる調査拒絶が考えられる。 

・集合住宅が多い地区で、調査拒否、単身世帯や共稼ぎで不在、オートロックマンションが

理由として考えられる。 

  

    
 

＜調査員種別別回収率＞ 

＜民間調査員居住地別回収率＞ 

調査員種別 対象世帯数 回収世帯数 回収率

指定統計調査員 255 245 96%

民間調査員 514 471 92%

実施本部 56 56 100%

合　計 825 772 94%

民間調査員居住地 対象世帯数 回収世帯数 回収率

越前市 164 154 94%

南越前町 30 30 100%

福井市 200 170 85%

鯖江市 120 117 98%

合　計 514 471 92%

Ⅳ．国の民間開放の計画を踏まえた評価 
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(２) 記入状況 

ＳＲＣが調査票回収率・品質向上のために行った実施本部でのチェック体制図は、下の図

のとおりである。実施本部では、調査員からの回収段階で調査に協力を得た場合でも、年収

などの一部について拒否されるケースや、老人世帯で分からないという理由で不記載の調査

票については、聞き取りの上８０％の記載があれば有効な調査票として受け取っている。 

（※調査票の検査・審査の流れ：ＳＲＣ報告書より抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(３) 品質のモニタリング 
ＳＲＣが調査員から回収した時点（内勤チェック時）の記入漏れや記入論理矛盾があった

調査票の数は、市登録調査員とＳＲＣ調査員で大きな差は認められない。 
 市登録調

査員 

SRC調査

員 

その他 合 計 備考 

調査員数 10 17 １ 28 その他は、身体障害
者療護施設 

担当調査区数 17 34 1 52 その他は、実施本部
による実施 

調査票回収枚数(a) 687 1,336 56 2,079  

記入漏れ等のあった調

査票枚数(b) 

429 848 0 1,277  

 記入漏れ等のあった調査
票の割合(b/a) 

62% 63% 0% 61%  
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(４) 調査員アンケート 

民間委託による統計調査に携わった調査員の意見を知るため、アンケートを行った。 

 

・アンケート回答状況（回答率 84.6％） 

  調査員 回答 

市登録調査員(人) 10 10

SRC 調査員(人) 17 14

計 27 24
調査員調査区 51 地区、本部調査区 1地区（若越みどりの村） 計 52 地区 

 

１．調査員説明会について 

調査員事務説明会での理解について、62.5％にあたる調査員がわかりにくかったと答えてい

る。今回の民間委託事業者決定までに時間を要したため、十分な準備が出来なかったこともあ

るが、後述の調査員の意見にもあるとおり、行政の実情や考え方を十分理解していないことに

伴う調査時の苦労も多かった点を踏まえると、民間委託を行う場合であっても自治体側からは、

地域特性や住民意識、調査での注意点などを説明したほうが良いと思われる。 

 
わかりにくい  

  
総数 

（調査員数） 

わかり 

やすい 
 

説明について 書類について その他 
その他 

無効

回答 

実数  (人) 24 3 15 9 8 1 6 3

構成比 (%) 100.0  12.5 62.5 37.5 33.3 4.2  25.0 12.5 

 

 

２.担当調査区について 

 

(1)地理の認知度については、市登録調査員が地理に詳しい。 
 

 

 

 

 

 

 

 
(2)居住者・地域特性の認知度については、民間調査員はほとんど知らなかったと答えている。 

市登録調査員でも初めて担当した地区があったことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)担当調査区数については、殆どの調査員が 2調査区を受け持ったが、全員が適当と答えてい

る。 

 

３. 準備調査について 

受持ちの地域の確認、居住世帯の確認を行う上で困ったことを聞いたところ、70.8％があ

ったと答えている。 

 

  
市登録

調査員 

SRC 調

査員 

よく知っていた 6 調査区 3 調査区

多少知っていた 9 調査区 
11 調査

区

ほとんど知らなかった 2 調査区 
14 調査

区

  
市登録

調査員 

SRC 調

査員 

よく知っていた 3 調査区 0 調査区

多少知っていた 7 調査区 1 調査区

ほとんど知らなかった 7 調査区 
27 調査

区
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総数 

（調査員数） 
なかった あった 

世帯との面接 外国人世帯 その他 

無効

回答 

実数  (人) 24 7 17 14 3 3 0

構成比 (%) 100.0  29.2  70.8 58.3 12.5  12.5 0.0 

 

４.調査票の配布・取集について 

(1) 調査世帯から質問があったかを聞いたところ、全体では 54.5％があったと答えているが、

市登録調査員の方が質問があったと答えた人が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

（主な質問の内容） 

  
総数 

（調査員数） 

調査票の記入の

仕方 

調査対象に選ば

れた理由 

プライバシー保

護について 
その他 無効回答

実数  (人) 13  11 4 2 2 0 

構成比 (%) 100.0  84.6 30.8 15.4 15.4 0.0 

 

 

(2) 調査票配布・取集の際に大変だと思ったことがあるかと聞いたところ、ほとんどの人があ

ったと答えている。 

 
市登録調査

員 

市登録

調査員 

SRC 調

査員 
計 

なかった 2 6 8

あった 13 21 34

無効回答 1 1 2

（大変だった理由） 

  
総数 

（調査区

数） 

不在世帯

何度も訪

問しなけ

ればなら

なかった

オートロ

ック・マン

ションで

建物に入

れない 

調査の趣

旨などの

理解が得

られない

調査会

社・調査

員のこと

について

の質問

何度も督

促しなけ

れば、調

査票に記

入してく

れなかっ

た 

その他 無効回答

実数 34 26 4 12 3 5 4 0
複数回答 

構成比(%) 100%  76.5% 11.8% 35.3% 8.8% 14.7%  11.8% 0 

実数 34 13 1 3 0 1 3 13上記のうち最も困

った理由をひとつ

あげる 構成比(%) 100%  38.2% 2.9% 8.8% 0.0% 2.9%  8.8% 38.2% 

 

(3) 調査票の配布・取集時の訪問状況について 

①調査票の記入を依頼するために、どのくらい世

帯を訪問したか。 

ＳＲＣ調査員が 4 回以上訪問している調査区

数が多いのは、地理、居住者・地域特性をほと

んど知らなかったと答えた調査員が多かったこ

とと関連していると思われる。 

 

 

  
市登録

調査員 

SRC 調

査員 
計 

なかった 6 14 20

あった 10 14 24

  市登録調査員 SRC 調査員 

初回 1 調査区 0 調査区

２～３回 11 調査区 12 調査区

４回以上 5 調査区 16 調査区
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②面接が出来なかった場合に、調査票を郵便受けに投函したのは何回ぐらい訪問したあとか。 

ＳＲＣ調査員は全員が 4 回以上と答えている

のに対し、市登録調査員は２～３回で投函した

ケースがほぼ半数となっている。ベテランの調

査員で地元に精通しているため、対象世帯に会

いやすい時間帯などの情報を得やすいことが考

えられる。 

４回以上の場合最も多く訪問した回数を聞いたところ、５回７名、６回２名、７回１名、

８回１名、１０回２名、最高は１５回１名で、非常に苦労していることがわかる。ＳＲＣ

からは、経営的な観点から何回訪問したら見切るのか基準を示してほしいとの要望があっ

たが、明確に基準を示すことは難しく、今後の課題と思われる。 

 

(4) 調査員が訪問した時間帯を聞いたところ、不在世帯へは平日、休日、時間帯を変えて訪問

している努力がうかがえる。ＳＲＣ調査員で遠方の人は朝には回れないと答えている。 

市登録調査員 SRC スタッフ 合計 
  

朝 昼 夜 朝 昼 夜 朝 昼 夜 

無効

回答

平日 2 6 7 0 9 14 2 15 21 6

土曜日 2 9 0 0 14 8 2 23 8 11

日曜日 2 7 4 2 15 10 4 22 14 4

 

５．世帯の協力状況について 

協力的でない理由について、最も多いのは「面倒又は忙しい」で 45.5％となっているが、

「答えたくない事項がある」が 40.9％と調査の内容が学歴や年収などプライバシーに関する

ことを心配する人が多い。 

また、「近所の人や知人は対象となっていない」つまり何故自分の家が対象になったのか？

あるいは、いつも自分のうちばかりが当たるのか？といった抽出された理由に疑問をいだく

のが 25％、行政に対する不満が 13.6％となっている。  

 

複数回答 最も多かった理由ひとつ 
 

実数 構成比（％） 実数 構成比（％）

総数（調査区数） 44 100.0% 44 100.0%
面倒又は忙しい 20 45.5% 7 15.9%
調査事項が多い又は難しい 7 15.9% 3 6.8%
答えたくない事項がある 18 40.9% 2 4.5%
結果がどのように活かされ

ているかわからない 
8 18.2% 3 6.8%

何の調査でも協力したくな

い 
16 36.4% 3 6.8%

近所の人や知人は対象とな

っていない 
11 25.0% 1 2.3%

行政に不満がある 6 13.6% 2 4.5%
理由不明 1 2.3% 0 0.0%
そ の 他 9 20.5% 2 4.5%
無効回答 6 13.6% 21 47.7%

 

 

 

 

  市登録調査員 SRC 調査員 

初回 0 調査区 0 調査区

２～３回 4 調査区 0 調査区

４回以上 5 調査区 10 調査区
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（５）調査員意見交換会  

平成 19 年 11 月 26 日、市登録調査員、ＳＲＣ調査員と意見交換会を開催した。 

  各調査員から出された意見は以下のとおり。※発言のとおり記載 

 

・市登録調査員   

(市 A) （調査説明会）よくわからなかった。準備調査は田舎の地区。  

奥さんは分かったといっても、家族が拒否した。旦那は会えない。  

(市 B) （調査区の）地理がよく分かっていた。  

拒否は若い人ほど多い。年配の人は協力的。マスコミの影響でプライバシーに敏感にな

っている。  

名簿の書き方。順番が同じだと、あたりやすいのでは？ （住宅・土地統計調査や国勢

調査などの他の調査と同じが良いという意味） 

何回も行っているうちに、こっちが根負けしないぞという気持ちになる。 

中国人の世帯があったが、粗品のおかげで調査できた。  

(市 C) 会えないことが多かった。 ノックをすると中から「うるさい！」と怒鳴られ怖かった。 

第一印象は笑顔で、第二印象は会釈で、第三印象は会話で、を心がけ、何回も会うう

ちに信頼関係が得られて調査票を書いてもらえた。  

(市 D) （調査員説明会について市職員の場合と）言葉がちがうので、聴きづらかった。 

拒否の理由として「毎回あたる」というのでは？ 顔見知りだから調査に協力してもらえ

るのではないか。 ３～５回面談が４割。全部の世帯から、時間帯の約束をもらってスム

ーズにいった。準備調査期間が雨で大変だった。    

(市 E) 事前依頼はがきの宛名がちがっている、と怒られた。２件。  

中国人に会うときは、中国語が分かる知り合いに付いてきてもらった。粗品があった

ので、やりやすかった。粗品はあるといい。鉛筆のほうがよかったかも。  

(市 F) いつもうちがあたる、と言われる。実名の記入に抵抗。名前は市役所で分かるだろう、

といわれる。年収欄は市役所で利用されることに抵抗がある。  

派遣会社のマンションは困難だった。家主も借主の会社を教えてくれなかった。会えて

も夜勤交代勤務の為、昼間は迷惑がられた。 

 

・ＳＲＣ調査員 

(Ｓ１) 最高１５回以上行った家があった。人材派遣のアパートは夜に行った。全数調査（回

収）がプレッシャーだった。苦しかったが、いい経験が出来て今思えば楽しかった。  

(Ｓ２) 広報が大事なのではないか。チラシでは、世帯は目を通さない。マスコミをもっと利

用してはどうか。若い人に対する知名度が重要。義務であることが浸透していない。  

はじめて官庁統計調査を行った。答え易いアンケート（にすること）と納得できるパン

フレットを充実させると良い。  

(Ｓ３) 最近は行政に対する信用が低下している。若い方が理屈っぽく、協力したがらない。

行政側が事前に、（調査員が）調査に行ったら、すぐ協力できる環境にしておくべきであ

る。  

(Ｓ４) グループホームが対象にあたったが、何でうちが当たるんだと言われた。家族から了

解をとってないと言われた。グループホームを対象に調査をするのは疑問だ。  

市役所の調査ということで、概ね好意的であった。越前市の人の方が協力的だった。  

(Ｓ５) ７５世帯のうち半分がブラジル人。日本語のチラシでは分からない。用意できていな

かった。困った。統計調査の用途の説明がほしかった。 説明会では、ブラジル人は日本

語が話せると言われていたが、違った。他の調査は概ね順調だった。  

(Ｓ６) （調査員説明会は）くだけた表現で説明してほしかった。２割は４回以上訪問した。

対象者から依頼があったときだけ、郵便受けに投函した。  
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会社の寮が調査区対象世帯の半数を占めているが、適切な調査なのか？  

 (Ｓ７) 調査員の担当地区が固定されているのは、デメリットが大きい。近所の人では答えに

くい。知らない人の方のほうが協力しやすいのでは？  

田舎は順調に調査できた。調査は順調だった。  

(Ｓ８) 住宅の番地は準備調査での調査が難しかった。  

老人に調査するな、と息子さんに言われたという世帯があり、その世帯は、息子さんに

書いてもらった。  

年収を答えたくないという拒否があった。  

担当地区が田舎だったので順調だった。  

(S９) 住宅地図の字が小さく、番地が細かかった。  

(ＳＶ) アンケート調査と変わりが無い。まず、調査員が調査の目的を理解すべき。調査員自

身が名簿・要計表などの書き方ができていなかったので、説明会で詳細に説明すべきだ

ったのでは。  

全国初に関われたことは楽しかった。抽出方法の工夫や代替調査の方法を。顔写真付

の身分証明書が欲しかった。調査員のレベルアップが必要。  
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(６) 民間が行った統計調査の質の評価のまとめ 

 

①調査員について 

ⅰ）ＳＲＣ調査員について 

ＳＲＣ調査員調査区で回収率が 90%以下のものが多かったことについて、ＳＲＣの考察

では、市登録調査員とＳＲＣ調査員の質の差は無く、外国人居住区等の調査区特性による

ものとしているが、調査員アンケートや意見交換会の内容からは、 

・官の行う統計調査の目的や手法についての理解が少ないこと。 

・越前市の産業構造や外国人の割合、派遣会社数の多さ、共稼ぎ率の高さなどの地域特性

を良く知らないために、調査に苦労している。 

・行政に対する不満を表明する調査拒否者の翻意を促すための対応がとれず、「行政の不信

が、調査拒否を招いている」というような第三者的な意見も目立つ。 

  ということが窺い知れる。 

しかしながら、こうしたＳＲＣ調査員の不慣れな点を、ＳＲＣが品質を確保するために

採算を度外視してバックアップした結果、事業者総体として高い回収率を獲得したとみる

ことも出来る。 

 

ⅱ）市登録調査員について 

今回、市からの委託ではなく、民間会社の調査員として調査業務に携わることに応じて

もらった 10 名は、統計調査業務の公共性に使命感を持って携わっている人や、収入のひと

つの手段として責任感が強い人、市職員ＯＢでボランティア的な意識で請け負っている人

など、経験豊かで優秀な人が多く、各々で独自に工夫や努力をしている人であった。何回

も通ううちに信頼を得て拒否者から協力を得るなど、大変な努力をしている人もいる。 

 

ⅲ）ＳＲＣ調査員と市登録調査員の比較 

今回の統計調査をもって、ＳＲＣ調査員と市登録調査員の優劣を評価することは困難で

ある。ＳＲＣ調査員は、会社のマネジメントに応じて、きちんと仕事をする印象で、調査

に慣れれば、質は向上していくと思われる。一方、市登録調査員の中には、民間では望め

ない使命感を持って報酬を超えた努力をする人がいることも事実である。 

 

② 事業者の取り組みについて 

○ 調査票の記入状況（質）の結果について 

市では納品検査のみで、「(2)記入状況」で記載したとおり一次審査はＳＲＣが行ってい

る。 

ＳＲＣは、この調査票のチェック時に、常駐社員や現地のスーパーバイザーと社員のみ

ならず、東京本社や名古屋事務所から採算を度外視して大量に人員を投入して行った結果

として、統計局によるＳＲＣの審査状況のモニタリング検証でも、回収調査票に占める記

入漏れの割合が 13%となっている。 

市がこれまで行っている統計調査における納品後の県の二次審査で記入漏れ等の割合は

統計を取っていないため、13％の数字の評価は難しいが、担当者としては、ＳＲＣにおい

て相当程度の審査が行われたと認識している。 

ＳＲＣは、調査票の質問項目間での論理矛盾等を発見するノウハウの経験不足を報告し

ているが、こうした点について行政側との連携を深めることで質を高めることは可能と思

われる。また、集中的な人材投入や調査員に対するマネジメントなど、見習う点は多い。 

 

③ 調査員アンケート・意見交換会からの問題点について 

 

ⅰ） 準備調査時に不在世帯の名簿を表札や住宅地図から作成しているが、その名簿から抽

出した世帯に依頼状を送付しており、宛名が亡くなられた人や屋号等になったことについ

て、調査員に苦情が多く寄せられた。 

問題点 

・住民基本台帳情報から世帯抽出をして行う調査ではないということが、住民から理解さ
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れていない。市職員等であれば説明できると考えられるが、調査員は市役所で対応すべ

き問題と考えている。市から説明の仕方などのアドバイスや住民広報が課題。 

・事前準備における調査区に限っての住民基本台帳情報を利用できる環境が必要と思われ

るが、この場合行政側が深く関与しないと難しい。 

 

ⅱ）行政に対する不信感 

 個人情報が守れるのか、調査そのものが必要なのか、無駄遣いではないのか、などの意

見が多い。 

問題点 

・マスコミの行政批判が不信感を助長している面が強く、こうした不信感を取り除くこと

は行政にしか出来ないのではないか。 

 

ⅲ）不在や調査拒否世帯へ訪問する回数などの基準 

ＳＲＣは、回数・時間などの見切り基準を求めている。民間であれば当然と思われるが、

そのような基準を示すことは難しい。しかし、一定の基準を示すことも有益と思われる。

市登録調査員の中には、10 回以上訪問したと答えた人が複数いたが、すべての市登録調査

員に同様な対応を求めるのは不可能と思われる。 

行政として最も住民に身近な市町村では、業務が多岐に渡るため、行政に対して複雑な

感情を持つ事業者や住民も存在し、そうした背景から調査拒否をされるような場合は、調

査員での過度な対応は控え、市が直接関与することが必要な場合もある。こうした観点か

ら見ると、今回は民間委託の試行的な意味合いから調査時における市職員の調査員に対す

る直接関与は控えたが、ケースに応じての市職員の直接関与が必要と感じた点である。 

   

ⅳ）外国人、集合住宅の対策 

越前市は、電子素材や自動車関連など先端産業の大規模事業所が多く、外国人や派遣会

社社員が非常に多い市であるため、国勢調査時には外国人パンフレットや企業に協力を求

めるなどの工夫をしている。セキュリティマンションの増加など、調査が非常に困難にな

ってきている実態は全国的な傾向と同じであるが、越前市は特に問題が多い点である。今

後の民間活用を見越していけば、こうした集合住宅などに対する調査は、調査員ではなく、

管理している会社や不動産会社等に一定の費用を支払って調査の依頼・協力を求めていく

方法があっても良いと感じている。 

 

ⅴ）拒否対策 

調査員の意見から、高齢者は協力的な人が多いが、若年層で拒否が増えている、また、

マスコミの官批判が繰り返されている今日、行政への不信が高まっている影響が大きいと

感じている。統計調査の合理化も必要であるが、行政に携わる立場の責任として、住民の

協力意識の醸成には関わっていく必要を感じている。 
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【２】市の業務の効率化についての評価 
 
(１) 入札業務 

民間委託により新たに発生した業務であり、事業者が非常に少ない現状で、統計調査の質

を確保するために総合評価一般競争入札で行ったが、市では経験が無く大きな負担であった

ものの、統計局の全面的な支援により何とか実施することが出来、市として貴重なノウハウ

を得る機会となった。 
 

(２) 本調査の実施に係る業務 

民間事業者が統計調査業務を全面的に請け負う能力を確認する意味もあり、福祉施設や集

合住宅での初めの調査協力依頼等を除き、市の直接の関与を控えた面もあるので、実査段階

での市職員の業務時間は短縮されている。特に、調査員から提出された調査票の審査につい

ては、市では従来より簡略な形式での納品検査となったことから、市の審査事務の負担は大

きく減となっている。 
今回と同様に、質の確保に関連する審査を含む委託方法であれば、入札業務の増加を含め

ても、越前市での市職員の業務量は仮に市で実施するとした場合と比べて概ね 3分の 2程度
になるものと推計している。（越前市の統計係専属は 2名で、指定統計調査業務と統計に関す
る他の業務（統計の集計、広報、提供業務等）に当たっている。指定統計調査の繁忙期は適

宜他の係の職員が応援したり、臨時職員を雇ったりするので、市直営で行うこととした場合

は 9人月、今回の民間委託の場合は入札事務等を含め６人月程度と試算 

 
 
（備考） 上記の図は、あくまでも今回の越前市における民間委託の条件に即したイメージ図

であり、自治体の規模、都市と地方の地域特性の違い、自治体の職員事務の割振りな

どに応じて大きく異なると思われる。 
     また、前述のとおり、審査の負担軽減が寄与するところが大きく、上記の図のとお

りになるためには、多くの課題がある。 
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(３) 審査事務 

 

 
 
市町村が民間開放する場合の事務の流れについては上図の枠内と想定されていたが、今回

は調査票の審査に当たる事務を、民間事業者で調査員が取集した調査票のチェック・再調査・

電話確認を行う方法で委託しており、市は抜取りによる納品検査を行うこととした。 
ＳＲＣとしても、就業構造基本調査のような世帯訪問を伴う統計調査は初めての経験で、

相当苦労を伴ったようであり、この審査にあたるチェック作業時は現地のスーパーバイザー

調査員や現地駐在員のみならず東京本社や名古屋事務所からも多くの社員を投入し、延べ 55
人で「調査の質」を確保したとしている。 
したがって、もしも従来どおりの審査を越前市が行っていれば、越前市職員の事務は殆ど

軽減されなかったと想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【引き続き実施する事務】 
● 申告義務者の選定 
● 調査票の審査 
● 区域内における調査の広報 
● 各級行政機関との連絡 等 

国
（
総
務
省
） 

 
 
 
 
【引き続き実施する事務】 
● 調査票の二次的な審査 
● 区域内における調査の広報 
● 各級行政機関との連絡 等

○調査員の設置 
○調査票の配布、取集、必要事項の記入

都道府県の事務 

 
○調査員の設置 
○調査員への指導、証票の交付等

市区町村の事務 

【行わないこととなる事項】 

●調査票の配布、取集、必須事項の記入

【民間開放が可能な事項】 

事務処置の権限を都道府県知

事から市町村長に委譲 
（事務処理特例条例の制定） 

調
査
客
体 

 
○ 調査票の配布 
○ 調査票の取集 
○ 調査票への必要な事項

の記入その他 
○ 調査区の確認 
○ 調査関係書類の整理、

提出 

調査員 

民間事業者が実施 

参考：民間開放を実施する場合の事務の流れについて（市区町村経由調査） 

今回の民間委託においては、調査票の審査に当たる事務を民間が実施 

民 間 事 業 者

 
調査世帯 

 
 
 
 

調査員 
調査票 
の検査 

社員・ＳＶ 
調査書類 
の審査 

市 
調査書類 
の納品検査 

 
調査票等の県提出 

統計局による民

間事業者の審査

状況のモニタリ

ング 

通常は、この段階で市が

調査票の内容審査を実施
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（参考）市の行った納品検査要領 

 

検査は、調査区ごとに、以下の手順により行う。 

 

Ⅰ 「調査書類」記入状況の検査  
１．『抽出単位名簿』の検査 

調査区ごとに『抽出単位名簿』を特に次の点に注意して検査し、『納品検査確認リスト』表紙の“適”“否”

を“○”囲みする。 
⇒ １調査区当たりの『抽出単位名簿』は複数枚に及ぶが、１調査区分の『抽出単位名簿』がすべてそろっ

ているか。 
２．『調査区要図』の検査 

調査区ごとに『調査区要図』を特に次の点に注意して検査し、『納品検査確認リスト』表紙の“適”“否”

を“○”囲みする。 

⇒ 調査区の分割・合併をした場合、原則として、最初に作成した『調査区要図』に市町村から指示された

調査地域の抽出単位等を図示することとしている。なお、１枚では図示しにくい場合は、新たな『調査区

要図』の用紙をあわせて配布し、この用紙に指示された調査地域の抽出単位等を図示することとしている

が、このような場合、当初作成した分と新たに作成した分がそろっているか。 

３．『要計表』の検査 

調査区ごとに『要計表』を特に次の点に注意して検査し、『納品検査確認リスト』表紙の“適”“否”を“○”

囲みする。 

⇒ア 「調査区符号」は、『抽出単位名簿』の調査区符号と一致しているか。また、「調査区符号」は、『要計

表』の次に配列されている調査票の調査区符号と一致しているか。 

イ 「抽出単位総数」及び「居住者有の抽出単位数」は、『抽出単位名簿』のこれらの事項と一致している

か。また、「調査世帯数」及び「調査票取集枚数」は、取集した調査票の枚数等がこれらの事項と一致し

ているか。 

ウ 『抽出単位名簿』で調査対象として選定されたすべての抽出単位について記入されているか。 

エ 記入が裏面に渡る場合、また、複数枚に渡る場合でも、「合計」は１枚目の表面に記入されているか。 

オ 汚れ、折れ、破損などがないか。 

カ 「枚目」が正しく記入されているか。 

キ 黒の鉛筆又はシャープペンシル以外の筆記用具で記入されていないか、マーク及び数字の記入の仕方

が正しくないものはないか。 

 

Ⅱ 「調査票」記入状況の検査  

１．各調査区（全５２調査区）の中から、10%の世帯（任意の２世帯分）の調査票を抽出する。 

２．調査票の「調査区符号」、「世帯番号」、「世帯員番号」を『納品検査確認リスト』表紙に転記す

る。 

３．調査票の記入内容を確認し、記入の必要がある欄に記入がない場合は、それぞれ『納品検査確

認リスト』の該当する欄に“×”を記入する。 

なお、その際に補筆・訂正は行わない。 

４．「世帯員番号」ごとの“×”の件数をページごとに小計として取りまとめた後、総計として積み

上げ、『納品検査確認リスト』表紙に転記する。 
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【３】受託可能性 
 
○ 受託事業者の業務遂行能力について 

【１】で記載した実施結果を見る限り、また、受託事業者が大きな事故等なく業務を実

施した事実を踏まえれば、受託事業者は一定の質を成し得たものと評価できると考える。 
こうした一定の質を確保したことには、以下のようなことも関係している。 

 
１ 調査区内の大規模施設（病院や集合住宅）については、今回、市とＳＲＣの共同によ

り事前協力要請をしており、ＳＲＣの報告でも越前市との共同により委託業務を達成で

きたとしている。 
調査区が大規模な施設の場合は、行政からの調査依頼には協力を得やすいが、民間事

業者のみでは協力が得にくいと思われる。 
  また、越前市内には集合住宅を丸ごと派遣会社が借り上げ、外国人しか居住していな

いケースもあり、こうしたケースの場合は民間事業者よりも、雇用側の企業等との関係

が深い自治体が直接依頼を行い、協力を求める方がスムーズに行く場合もある。 
 
２ 今回、民間委託であっても、住民の拒絶反応が少なかったが、実施本部を市役所内に

おいたこと、そして、調査世帯の照会先として市役所実施本部を周知したことも、ひと

つの成功要因と考えている。 
 
 ３ 民間事業者として、調査員に対するマネジメント、品質向上のための QC 能力など、
自治体には不得手な部分で、民間事業者の能力の高さは十分認識している。しかし、民

間事業者よりも自治体のノウハウが優れている面もあると確信する。実際、行政に対す

る不信への対応は民間調査員や民間事業者には無理であり、行政としての説明責任を果

たすべき市が関与しなければいけない面は多い。 
 
  したがって、民間委託といっても、越前市の支援・協力なしには、高い回収率は実現で

きなかったと認識している。 
 
   越前市の結論としては、全部を委託するフルアウトソーシングではなく、民間会社の優

れているノウハウを活用する部分委託として、民間の力を借りながら主体的に統計調査に

関わっていくべきと考えている。 
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【４】市民の理解について 
 
(１) 客体アンケートの結果 

 
１ 調査の実施状況について 

  ＜調査員の対応状況＞ 

  好感が持てたは 26.3%、印象が悪かったは 4.7%で、概ね良かったと評価できる。 

  総 数 
好感が 

持てた 
普通である

印象が 

悪かった 

訪問を受けた 

ことがない 

記入 

なし 

実 数 445 117 288 21 13 6

構成比（%） 100.0 26.3 64.7 4.7 2.9 1.3

 
＜調査票の記入者＞ 

             

            

  総
数 

有
効
回
答 

世
帯
主 

世
帯
主
の
み 

世
帯
主
と
配
偶
者 

世
帯
主
と
他
の
世
帯
員 

世
帯
主
と
世
帯
員
以
外 

世
帯
主
を
含
む
３
人
以
上 

配
偶
者
の
み 

配
偶
者
と
他
の
世
帯
員 

配
偶
者
と
世
帯
員
以
外 

他
の
世
帯
員
の
み 

世
帯
員
以
外
の
み 

世
帯
で
は
記
入
し
て
な
い 

記
入
な
し 

実数 445 442 318 169 61 27 4 57 66 17 1 35 3 2 3

（%） 100.0 99.3 71.5 38.0 13.7 6.1 0.9 12.8 14.8 3.8 0.2 7.9 0.7 0.4 0.7

 

（複数回答） 

  
総数 

(世帯数) 
世帯主 配偶者 他の世帯員 世帯員以外

世帯では記入し

てない 

記入 

なし 

実 数 445 318 202 136 8 2 3

構成比（%） 100.0  71.5 45.4 30.6 1.8 0.4 0.7

 

２ コールセンターについて 

＜コールセンターの利用状況＞ 

この調査において総務省統計局が開設したコールセンターについて、「知っていた」が

114 世帯（25.6%）、「知らなかった」が 331 世帯（74.4％）となっている。 

「知っていた」世帯について、コールセンターの利用状況をみると、「利用した」が約４

割、「利用しなかった」が約６割となっている。 
      

知っていた     知らなかった 
  総 数 

  利用した 利用しなかった   

実 数 445 114 41 73 331

構成比（%） 9.2 16.4 

  

100.0 25.6

  (36.0) (64.0) 

74.4
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＜コールセンターを利用した感想＞ 

      
利用し 

た世帯 
満足 

どちらかと 

いえば満足 

どちらかといえ

ば不満 
不満 

実 数 41 10 15 13 3

構成比（%） 100.0 24.4 36.6 31.7 7.3

 

 

  

どちらかといえ

ば不満又は不

満の世帯 

電話のつながり

がよくなかった 

オペレータの応

対の態度がよく

ない 

オペレータの説

明がわかりづら

い 

回答までの時間

が長い 

実 数 16 2 4 11 5

構成比（%） （100.0） (12.5) (25.0) (68.8) (31.3)

注１）複数回答のため、内訳の計は「どちらかといえば不満又は不満」の世帯数を上回る。 

注２）構成比は、「どちらかといえば不満又は不満」の世帯数に対するそれぞれの項目の実数の割合を示す。 

 

３ 調査員について 

   ＜調査員について①＞ 

この調査に従事した調査員が民間事業者の調査員であることを「知っていた」が 151 世帯

（33.9％）、「知らなかった」が 291 世帯（65.4％）となっている。 
     総 数 知っていた 知らなった 記入なし 

実 数 445 151 291 3

構成比（%） 100.0 33.9 65.4 0.7

 
今回の調査を民間委託で行う趣旨の依頼書を統計局長名ならびに越前市長名で配布し、市

の広報やケーブルテレビ、区長回覧などで周知を行ったが、アンケート時まで知っていた人

が 3人に 1人しかいなかった。 

 

＜調査員について②＞ 

このような調査を行う場合、国・県・市の調査員と民間事業者の調査員の「どちらでもよ

い」が 230 世帯（51.7％）、「国・県・市がよい」が 96 世帯（21.6％）、「民間事業者がよい」

が 43 世帯（9.7％）、「分からない」が 71 世帯（16.0％）となっている。 

民間事業者であることを知っていた人が 33.9％なのに、どちらでも良いと答えた人が

51.7％であるのは、市役所を前面にした広報・周知を行ったこと、調査の照会先を市役所を

明記した実施本部にしたこと、3 分の１の調査員が市登録調査員であったことなど、市役所

が積極関与する今回の仕組みで行っていることもあって大きな抵抗を感じなかった面がある

ものと推測している。 

一方で、民間事業者 9.7％に対し、官が 21.6％と２倍以上であることに留意する必要があ

り、行政に厳しい目が向けられている今日でも依然として、市に対する一定の信頼感の存在

が認められる。 

  

  

＜調査に携わる者が配慮すべき点＞ 

調査員に配慮して欲しいことを聞いたところ、秘密の保護をあげる人が非常に多いことが判

る。 

 

  総 数 
どちらでもよ

い 
国・県・市 民間事業者 分からない 記入なし 

実 数 445 230 96 43 71 5

構成比（%） 100.0 51.7 21.6 9.7 16.0 1.1
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総数 

(世帯数) 
秘密の保護 

適切な受け

答えとてい

ねいな対応

訪問時間

への配慮 
その他 特にない 記入なし 

実 数 445 362 205 159 14 39 0

構成比（%） 100.0 81.3 46.1 35.7 3.1 8.8 0.0

 
（自由記入欄記載内容） ※アンケート記載のまま 

・調査員の対応  良いとの意見 17 件、良くないとの意見 11 件 

・訪問日時の約束のこと 13 件 約束を守ったとの感謝 1 件あったが、約束の時間に来ないあ

るいは時間帯の苦情が 12 件あった。  

・プライバシー及び個人情報保護のこと 13 件 

-名前と住所を調査票に記入するのは抵抗あるとの意見。 

-調査員、行政に個人情報を預ける信頼が置けない。 

-個人情報管理の徹底をしてほしい。 

-年収など、プライバシーを聞くのは止めてほしい。  

・民間委託のこと 14 件  

-民間調査員でも好感がもてた。 

-官でも民でも調査員はパートかアルバイトで信用できない。 

-市職員が調査をすべき。 

-民間がくると思っていたら、近所の役員（市登録調査員）が来たので戸惑った。 

-近所の顔見知り（市登録調査員）だったので安心した。訪問販売など増えているので用心さ

れる。  

・受託事業者のこと 2 件  

-「サーベイリサーチセンター」自体がどのような会社なのか説明がなかった。  

-初回訪問時、「越前市の委託で来ました」とかの表現があるとよかった。 

・調査内容のこと 

 -調査の内容が難しい。 

 -調査の目的がわからない。説明も不十分。 

 -職歴・学歴を調べる必要があるのか疑問。 

 -書きたくない設問が多い 

・調査員訪問調査のこと 6 件  

-勤務時間の関係で、夜の一定時間にしか調査員と会えない  

-調査員が家を廻る調査はお金がかかりすぎる。インターネットや郵送など他の方法で 

-粗品などいらない。 

-図書券など協力した人に謝礼をだすべき。 

-回収期間が短かすぎる 

・ 調査対象選定のこと 3  

-調査を行うなら、抽選ではなく、全世帯に行うようにしてほしい。  

-５年後にまたあるようですが、同じ人にあたらないようにお願いします。  

-家が選ばれた方法に不審  

・ 調査内容の事後照会のこと 8 件 

-確認の為に電話があったが、顔が見えないので、問に答えるのに不安であった  

-調査票提出後、内容に関する問合せの電話を頂いたが態度がよくなかった。  

-統計調査を出した後に、家に電話するのはやめてください。  

-後日の電話が非常に不愉快であった  

-役所（実施本部）が携帯電話から掛けてきて、いろいろな個人情報を聞くのはやめてほしい。 

-回答しているにも関わらず、あとから電話してきて、その事業所が何を作っているのか、い

つやめたのか、その理由などを聞かれても困る。しつこく同じ事を聞く必要などない。  

-あとで電話をかけてくると、悪徳商法と間違うので電話をかけるべきではない。  

・ 事前依頼ハガキ・事前広報のこと 3 件  
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-前もって、「アンケートします」という通知は良い。  

-はじめにお知らせがあったので、何の不安もなく記入に応じました。  

-事前の通知があったため、問題はありません。 

・ 調査結果について 2 件  

-統計調査がまとまったら図書館で閲覧したいので、知らせて欲しい（市政広報等で）  

-統計の結果がどのような形で公表されるかも同時に知らせて載せれば調査協力にもより協

力的に行えると思う。  

・調査票の封入れ提出のこと 3 件  

-調査員が記入漏れが無いか調べると言って、封を開けようとした。  

-回収に来られたときに「中を確認させてください」と言われ、不信感を持った。  

-調査関係入れの袋の表書き（調査員が記入すべきもの）が不備  

・対象者名簿の名前の間違い 3 件  

-いかなる方法にて対象者を抽出したのかは知らないが、死去してから数年も経ている人の名

で案内が来ていた。全くいい加減な話で、二度と協力しない  

-調査会社と国・自治体との責任分担が不明確。市の名簿から無作為抽出して氏名の誤りが生

じる理由は何か？事後処理も同様にあいまいにしたのではないか？当初、市長名を使った

「サギ」と感じた。  

-依頼時に名前を間違えられた事。本当に県・市から委託された調査なのか不安であった。  

 

 

(２) 客体アンケートの総括 

 

① 広報の問題 

今回は民間委託で調査を行うことについて、市広報、ケーブルテレビ、「調査協力のお

願い」（２種）によって周知したが、民間会社が調査を行ったことを知っていた人は 3

割程度にとどまり、広報の方法について今後の大きな課題が見えてくる。 

 

② 民間委託の反応 

民間会社が統計調査を行うことへの抵抗は意外に少ないとの印象である。また、1 割

弱の人は民間の人の方が良いと答えており、顔見知りの調査員に収入や個人情報を知ら 

れたくないので、業務として行う民間調査員の方が良いと感じている人もいるのではな

いか。また、行政は非効率と思い込んでいる人も、民間が良いと答えていると推定され

る。 

一方で、市が実施すべきと答えた人が、民間事業者が良いとする人の倍以上存在する

ということは、行政への不信がある一方で、官に対する信頼感も存在すると思料される。 

若年層を中心に、行政不信は広がっている意見が目立ち、行政の信頼回復のためには

民間委託も利用しながらも、行政としての説明責任を果たし、信頼を得る不断の努力が

必要と思われる。 

 

  ③ 個人情報保護意識 

個人情報を集めることへの抵抗感が強まっていることがうかがい知ることができる。 

また、個人情報保護を求める意見が非常に多く、統計調査が厳重に個人情報保護を行

っていることについて、広報充実が必要であると考える。 

 

  ④ 調査の手法 

何のための調査か、何のために個人情報を集める必要があるのか、といった統計調査

の意義への疑問が多い。 

また、訪問時間など調査員の対応や、調査票を封入して提出した後に電話で内容確認

することへの反感を持つ意見が多いと感じる。 
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【５】市としての総括 
越前市では、行財政改革に積極的に取り組んでおり、今回の統計調査業務の民間委託につ

いても、経験を積む良い機会と試行的に取り組んだところである。しかしながら、民間委託

をすることが目的ではなく、民間委託することによって住民サービスを損なうことなく経費

削減が可能、もしくは民間を活用することにより自由により良いサービスが期待出来るもの

は積極的にという考えである。 

今回は試行的に取り組んだが、指定統計調査についての市場開放や全面的民間委託につい

ては大きな課題があると認識しており、今後の参考にしていただくことを願いたい。 
 

(１) 民間委託の評価 

統計調査の品質についての評価は、統計局や、県、他の市区町村がどのように評価をされ

るのかに委ねることとしたいが、越前市の取組としては、相当程度の質が確保されたものと

考えている。 

今回は統計局の全面的な支援と、民間事業者が採算を度外視して品質の確保に大量の人員

を投入したこと、市としても民間事業者に任せ切りにすることなく様々な支援・協力を講じ

たこと、また、市職員の審査が相当程度軽減されたという特殊な条件での成功と言える。 

しかしながら、現制度の中では今後、業務全体を民間委託することは無理があり、継続は

困難と考えている。 
 

(２) 民間委託の課題 

① 委託費用の問題 

県外事業者にとって移動費や滞在費が大きな負担となっている。 

測量調査業務や調査業務など、通常の委託業務では直接費に対して、諸経費率で積算し

ているが、現在の交付金算定の中では大部分が直接費である。 

② 地元に拠点を置く事業者が不在 

統計調査業務では品質の確保が最も必要であり、事業者の能力がなければ結果的に行政

の負担は増すと考えられる。経験のある事業者は都市部に限られており、地方の業務を受

託する事業者が極めて少ない。 

③ 調査員確保の問題 

民間事業者の立場から考えると、指定統計調査を受託するために大量の調査員を雇用す

ることは現実としては成り立たないと考えられる。市登録調査員は、行政への貢献、地域

社会への参画でボランティア的な精神で行っている人が多く、今回参加した市登録調査員

全員に市統計協会から「今後同様に民間事業者の調査委託が有った場合、募集に応じます

か？」と口頭で聞いたところでは、収入を中心に考えている２～３名以外は、やらないと

答えている。 

④ 事業者の育成 

地方で、こうした統計調査業務を受託する企業を増やすためには、事業者の育成という

観点で、長い目で見る必要がある。事業者が育つまでは、却って市の負担や費用が増す覚

悟がないと困難ではないかと感じている。また、市場規模が極めて小さいため、広域発注

による市場の拡大や、長期継続契約などの工夫が必要ではないかと考える。 
 

(３) 行政の役割 

事業後の調査客体アンケートや調査員アンケート等を通じ、行政に対する不満や個人情報

保護意識から、統計調査の必要性や手法に対する疑問が示されており、広報のみならず苦情

対応など、行政の説明責任を果たす上でも責任は重いと感じている。 

住民の信頼を得て、統計調査への協力意識や理解を深めるためには、行政としての不断の

努力が重要と考える。 
 

(４) 今後の方向性 

越前市の結論としては、民間開放ではなく、行政と民間事業者がお互いの強みを活かし、
弱みを補完しながら、共同作業で統計調査に取組む部分的な民間委託を模索していきたいと
考えている。 
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【６】今後の統計調査についての具体的な提案 
 

１．調査区要図のデジタル化作成 

調査区要図の作成については、調査員の負荷も高く、市においても事前の調査区の住宅地

図を調査員毎に作成する手間は非常に大きなものがある。総務省は、統合型ＧＩＳの推進を

図っているが、越前市でも統合型ＧＩＳの構築を進めており、これらの資産を統計調査に利

用することで、相当な事務の軽減を図れることから統合型ＧＩＳを活用した改善策を提案し

たい。 

 

２．調査員確保対策 

今回、越前市が民間委託することに伴い、民間事業者の調査員が不足していることから、

市登録調査員からリクルートしたこともあるが、1調査員１調査区の原則をなくし、1調査員

がほとんど２調査区（３調査区をした人もあり）を担当した。どの調査員も２調査区を担当

したことについて、適当な事務と回答している。なお、調査区要図の作成に関してデジタル

化するなど、調査員負担の軽減も図ったことも見逃せない。 

どの市町村も、統計調査員の高齢化や人材不足に悩んでおり、結果的に質の良くない調査

票のリカバリーに市町村職員が多くの労力を割いている実態があるのではないか。 

市としては、経験や意欲のある調査員の活用等を通じての質の向上に資するような方策を

模索していきたい。 

 

３．民間事業者の今後の活用法 

民間へ業務の丸投げは費用増大を招き、市職員でないとうまく対応できない地域の特性も

あり、市と事業者が協力して実施しないと統計調査事務の合理化や質の確保が難しい面が明

らかになった。 

しかし、民間事業者の持つノウハウ、例えば緊急・トラブル時の体制の作り方や調査票回

収過程の記録等を通じた品質保持のためのマネジメント能力など、見習う点も非常に多かっ

た。 

今後は、例えば民間事業者の現地の熟練した調査員をスーパーバイザーとして派遣しても

らうなど、調査業務の一部に参画してもらうようなことは非常に有効と考えられる。また、

優れた事業者をコンサルティングとして市の行う統計調査業務の改善についての提案や支援

を受ける考え方もあるのではないかと考える。 

 

４ 市町村の役割 

今回の民間委託を通じて、市をある程度前面に出すというような条件下で実施する場合、

市民には民間事業者に対し必ずしも拒否感は多くないと推測できることが確認されたが、一

方で市町村に安心感を感じる市民が少なからず存在すること、また民間事業者では担えない

市町村職員の能力・役割もあることが確認された。市民から統計調査に協力を得やすい環境

を構築するには、広報も大事であるが、やはり日頃身近に住民サービスを実施している市職

員の責任・役割は大きいと思われる。 

民間委託の他にも、小さな市町村では職員自らが調査業務を担う方が効率が良いとも考え

られるので、調査員報酬と給与の関連を整理し、自治体の判断によって統計調査員による調

査・職員による調査などをうまく組み合わせて効率的な調査ができるような、柔軟な制度運

用についての検討も必要なのではないか。 
 

５ 統計調査の手法 
統計委員会等において、住民基本台帳や課税情報等行政側が保有している情報の利活用に

ついて論議がなされていると聞き及ぶ。 
住民基本台帳や地図情報等から統計調査の事前情報を作成し、統計調査員には住民基本台

帳に登録の無い住民についての補足調査や、住民基本台帳に登録はあっても調査当日には遠

方に居住している人の情報などの確認により、統計調査の効率化と品質の向上が図れるよう

統計手法の改革について積極的な取組を望みたい。 
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